
２ 予算規模等の伸び

① 予 算 規 模

（２２年度当初） （２３年度当初）

７５０,２４０ 百万円 → ７４５,８００ 百万円

県 地方財政計画 国

２３年度 ▲ ０.６ ％ ０.５ ％ ０.１ ％

２２年度 ▲ １.３ ％ ▲ ０.５ ％ ４.２ ％

＊各年度の予算額と伸び率 （単位：百万円・％）

年度 予 算 額 伸 び 率 年度 予 算 額 伸 び 率

元 ５５５,８７０ ３.７ １３ ８７６,１８０ ０.４

２ ６０１,２１０ ８.２ １４ ８３４,６５０ ▲ ４.７

３ ６３９,２００ ６.３ １５ ８２０,２３０ ▲ １.７

４ ６６９,５８０ ４.８ １６ ７９８,６６０ ▲ ２.６

５ ７０２,８６０ ５.０ １７ ７５０,１１０ ▲ ６.１

６ ７５６,２８０ ７.６ 17.6補後 ７７５,９２９ ▲ ２.８

７ ７６８,３２０ １.６ １８ ７７０,６６０ ▲ ０.７

８ ７９３,７５０ ３.３ １９ ７６６,０２０ ▲ ０.６

９ ８３５,６８０ ５.３ ２０ ７６２,６１０ ▲ ０.４

１０ ８７１,６５０ ４.３ ２１ ７５９,７８０ ▲ ０.４

１１ ８６０,４８０ ▲ １.３ ２２ ７５０,２４０ ▲ １.３

１２ ８７２,６３０ １.４ ２３ ７４５,８００ ▲ ０.６

② 公債費を除く一般歳出

（２２年度当初） （２３年度当初）

６１７,７５５ 百万円 → ６１５,９７１ 百万円

県 地方財政計画 国

２３年度 ▲ ０.３ ％ ０.８ ％ ▲ ０.１ ％

２２年度 ▲ １.１ ％ ０.２ ％ ３.３ ％

③ 投資的経費（普通建設事業費＋災害復旧事業費）

（２２年度当初） （２３年度当初）

１１６,５８８ 百万円 → １１１,８０４ 百万円

県 地方財政計画 国

２３年度 ▲ ４.１ ％ ▲ ５.１ ％ ▲ ５.１ ％（※１）

２２年度 ▲ １３.１ ％ ▲ １５.３ ％ ▲ １８.３ ％

※１ 一括交付金化の影響を除く。



○ 普通建設事業費のうち単独建設事業費

（２２年度当初） （２３年度当初）

４２,１８６ 百万円 → ４７,５１５ 百万円

県 地方財政計画

２３年度 １２.６ ％ ▲ ５.０ ％（※２）

２２年度 ▲ ２２.８ ％ ▲ １５.０ ％

（ １０.０ ）地域活力基盤創造交付金事業の影響を除く

※２ 地方財政計画は、単独建設事業費として区分してきた社会資本整備総合交付金事業を、２３年度から補助

事業費として区分することとしたことによる影響を除く。

（過去の伸び率）
元 １３.２％ ９ ４.８％ １７ ▲１１.８％
２ ９.６ １０ １.０ 17.6補後 ▲ ９.５
３ ２.４ １１ ▲ ６.４ １８ ▲１６.０
４ ２４.８ １２ ▲１８.６ １９ ▲ ６.９
５ ３７.０ １３ ▲ ５.０ ２０ ▲ ４.３
６ ８.５ １４ ▲１１.１ ２１ ▲ ０.８
７ ２.３ １５ ▲ ４.８ ２２ ▲２２.８（１０.０）
８ ６.９ １６ ▲ ９.６ ２３ １２.６

○ 普通建設事業費のうち補助事業費（直轄事業負担金を含む。）

（２２年度当初） （２３年度当初）

７３,０１３ 百万円 → ６２,６８８ 百万円

県 地方財政計画 国

２３年度 ▲１４.１ ％ ▲ ５.１ ％（※２） ▲ ５.１ ％（※１）

２２年度 ▲ ６.２ ％ ▲ １５.７ ％ ▲ １８.３ ％

（▲ ２２.４ ）地域活力基盤創造交付金事業の影響を除く

（過去の伸び率）
元 ▲ １.１％ ９ ５.５％ １７ ▲２６.６％
２ ３.４ １０ ▲ ５.６ 17.6補後 ▲１６.３
３ ▲ ４.１ １１ ▲ ０.６ １８ ▲ ５.６
４ ３.２ １２ ０.８ １９ ▲ ２.９
５ ８.４ １３ ３.８ ２０ ▲ ６.８
６ ▲ ０.５ １４ ▲１５.９ ２１ ▲ ６.７
７ ６.２ １５ ▲ ７.２ ２２ ▲ ６.２（▲２２.４）
８ ２.１ １６ ▲１２.７ ２３ ▲１４.１

④ 人 件 費

（２２年度当初） （２３年度当初）

２２９,７３０ 百万円 → ２２８,６２２ 百万円

（退職手当除き ２０５,０８４ 百万円 → ２０４,９１１ 百万円）

県 地方財政計画

２３年度 ▲ ０.５ ％ ▲ １.９ ％

（退職手当除き ▲ ０.１）

２２年度 ▲ １.１ ％ ▲ ２.０ ％

（退職手当除き ▲ １.５）



⑤ 公 債 費

（２２年度当初） （２３年度当初）

１３２,４８５ 百万円 → １２９,８２９ 百万円

県 地方財政計画 国

２３年度 ▲ ２.０ ％ ▲ １.２ ％ ４.４ ％

２２年度 ▲ ２.０ ％ ０.８ ％ ２.０ ％

【参 考 指 標】

○公債費・県債残高の状況

総 額 （２2年度当初） （２3年度当初）

公 債 費 １３２,４８５ 百万円 → １２９,８２９ 百万円

県債残高(年度末見込み) １,３８２,３２４ 百万円 → １,３９５,２８１ 百万円

人口一人当たり

公 債 費 ６３,４０８ 円 → ６２,３２４ 円

県債残高(年度末見込み) ６６１,５８５ 円 → ６６９,８０４ 円

○実質公債費比率

（２０年度） （２1年度）

１７.６％ → １9.1％

※ 実質公債費比率：総務省が18年度から導入した新しい財政指標で、自治体の財政実態をよ

り正確に把握するための指標。公債費やそれに類似する経費（公営企業

の支払う元利償還金への一般会計繰出金など）のうち、国からの財源の

手当（地方交付税）のある分を差し引いたものが、県税収入など自由に

その使い道を決めることができる収入（一般財源）の中で、どの程度の

割合になっているかで算出する。実質公債費比率が、18％以上になると

地方債を発行する際に財政運営の計画を立てて国の許可が必要となり、

25％以上になると単独事業の地方債が一部認められなくなり、起債制限

団体となる。

なお、平成19年度より「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に

基づく健全化判断比率のひとつにも位置づけられており、25%以上にな

ると財政健全化団体に、35%以上になると財政再生団体となる。


